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 本研究では，急速な高齢化を迎えている東京圏の鉄道沿線郊外住宅地を対象に，今後高齢者が健やかな

生活を送るための方策を検討した．路線別集計の結果，就業と要支援要介護者率の間に関係性が存在する

ことが明らかとなり，その中でも，東武スカイツリーライン沿線で高齢者の要支援要介護者率が最も少な

く，また就業者率が高い傾向にあり，それは製造業へ就業する人々によるものであることが明らかとなっ

た．一方で，社会参加の機会であるNPO法人活動に着目したところ，要支援要介護率の高い路線に比較的
多くのNPO法人の存在があり，それは今後の対策に貢献できる環境が存在すると言え，職業能力の開発等
のアクティビティを通して，要支援要介護対策を行っている活動等を確認することができた． 
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1.	
 研究背景と目的 
 
現在，日本では人口減少とともに急速な高齢化を迎え

ている．鉄道沿線に発達した東京の郊外住宅地において

も，これからより急速に高齢化が進むことが予想され，

大きな問題となることが懸念されている．そのため，今

後は東京圏においても高齢者が健やかに生活するための

施策が求められている． 
本研究では，こうした東京圏の鉄道沿線郊外住宅地に

着目し，高齢者(1)が直面している要支援要介護の状況に

ついて明らかにすると同時に，今後高齢者が健やかに暮

らす上でどのような対策が必要か，就業と特定非営利団

体法人（以下，NPO法人）活動の面から検討する． 
 
 
2.	
 既存研究 
 
高齢者の要支援要介護者(2)を題材とした既存論文とし

ては，地域在住高齢者に対してアンケート調査を実施し

要介護状態になる人々の傾向を調査した研究1)や所得や

教育年数との関係を明らかにした研究2)等が確認できた．

しかし，東京圏における鉄道沿線郊外住宅地の高齢化の

現状を踏まえ，要支援要介護認定と就業やNPO活動との
関係について分析したものは見当たらず，その対策につ

いて言及している研究も確認できなかった． 
 
 
3.	
 研究方法 
 
本研究は，以下のような方法で行う． 
	
 (a) 対象鉄道路線と分析対象市区町村を選定する． 
	
 (b) 各種統計(3)から，分析対象市町村の高齢者に関わる

指標(4)を収集し，指標間の関係を明らかにする． 
	
 (c) 関係が認められた指標を路線別に再集計(5)し，支援

や介護を必要とする高齢者が比較的少ない路線の高齢者

就業実態を明らかにする． 
	
 (d) 路線別にNPO法人の活動状況を把握し，今後高齢
者が健やかに暮らすための対策をNPO法人活動の面から
検討する． 
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4.	
 分析対象地域 
 
(1)	
 分析対象鉄道路線と距離帯	
 
	
 東京都心部を起点に放射方向へ運行している鉄道路線

を対象とする．ただし，郊外住宅地を対象としているこ

とから，業務機能が集積する県庁所在地を通過するJR路
線，東京メトロ地下鉄線，京急線，京成線は分析対象外

とする．分析対象区間は，23区及び業務核都市からの影
響も考慮し，始発駅から10～30kmの区間とする（図-1）． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-1	
 対象路線図 
 
(2)	
 分析対象市区町村の選定	
 
選定された鉄道路線区間において，各駅から半径1km
圏域にある市区町村を分析対象とする．ただし，市町村

単位のデータしか存在しないため，①東京都23区域，②
半径1km圏域範囲に含まれる面積が市区町村全体面積の
1割未満である地域は除くものとする．その結果，12路
線42市区が抽出され（表-1），これを研究対象とする． 
 

表-1	
 対象路線 
 
 
 
 
 
 
 
 

5.	
 市町村別指標の概要と指標間の関係 
 
	
 分析対象市町村の高齢者に関わる指標の概要は表-2の
通りである．高齢者率は11.4%（千葉県浦安市）～24.8%
（東京都清瀬市）で，65歳以上の要支援要介護認定者率
（以下，要支援要介護率）は9.4%（埼玉県和光市）～
16.7%（東京都調布市），65歳以上の就業者率は18.2%
（神奈川県川崎市麻生区）～28.0%（埼玉県八潮市）で
ある． 
 

表-2	
 検討指標 
 
 
 
 
 
 
 
 
こうした指標間の相関分析を実施した結果，相関関係

を示したものを表-3，4に示す．65歳以上の要支援要介
護率と65歳以上の就業者率はr＝-0.55で，一人当たりの
医療費と65歳以上の就業者率はr＝-0.7であり，高齢者の
就業と健康・支援介護には何らかの関係があることが推

察できる．また，一人暮らしの高齢者であるほど公共交

通を利用する割合が高い（r＝0.75）ことがわかる． 
 

表-4	
 r＝0.5以上の指標	
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

表-3	
 相関関係	
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6.	
 都市別・路線別にみる介護者と就業者の関係 
 
	
 都市別（市町村別）に 65歳以上就業者率と 65歳以上
要支援要介護率をみると（図-2），地域的に見て西部で
は要支援要介護率が高く，東部では要支援要介護率が低

く就業者率が高いといった地域性が確認できたため，路

線別に特徴を確認することとする．その結果（図-3），
高齢者率は東急田園都市線が 18.1%で最も低く，西武池
袋線が 21.6%で最も高い．65歳以上の要支援要介護率は
東武スカイツリーラインが 11.1%（12 路線平均は 13.7%，
最も高い路線は小田急小田原線 15.3%）で最も低く，中
でも越谷市が 9.9%と最も低い．また，同路線の 65歳以
上就業者率は 12 路線平均 20.9%に対して 22.6%と高く
（草加市が 24.9%と最も高い），一人当たりの医療費は
最も低い（図-4）．全体でみると，65歳以上における就
業者率と要支援要介護率は r=-0.77，一人当たりの医療費
は r＝-0.73 の関係があり，2000 年における 65～74 歳就
業者率と 2010年（10年後）における 75歳以上要支援要
介護率の関係は r=-0.55，就業する高齢者が多い路線では，
10 年後においても要支援要介護者が少ない傾向にある
ことが推察できる結果となった（図-5）． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-2	
 就業者率と要支援要介護率	
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-3	
 高齢就業者率と要支援要介護率 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-4	
 高齢就業者率と医療費 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-5	
 就業者率と10年後の要支援要介護率 
 
7.	
 東武スカイツリーラインの高齢者の就業状況 
 
	
 東武スカイツリーラインでは，要支援要介護率が他路

線と比べて低い状況が確認できたことから，ここでは東

武スカイツリーラインの高齢者の就業状況を確認する． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-6	
 高齢就業者の産業分類	
 

 
一都三県，対象市区町村全体及び他路線と比較すると

（図-6），東武スカイツリーライン沿線における高齢就
業者は製造業に就業する人々が全体の17.2%で、一都三
県の平均10.9%，路線平均10.2%を上回っている．また，
市区町村別にみると（表-5），草加市の製造業の就業者
率が21.4%，対象市区町村の平均値11.0%の約2倍であり，
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65歳以上人口外出率が73.4%と平均71.1%を上回っており，
路線別にみても路線平均71.4%に対して72.0%でやや上回
っている． 
 
表-5	
 東武スカイツリーライン市区町村別就業率と外出率	
 

 
 
 
 
 
このように，東武スカイツリーライン沿線では，かつ

て工業団地を誘致した背景もあり，製造業が高齢者の働

く場を提供している．他の沿線住宅地では製造業が高齢

者に働く機会を提供することは考えにくく，別の社会参

加の機会を考えることが重要になると考えられる． 
 
 
8.	
 沿線NPO法人活動 
 
	
 近年，地域活動の主体として NPO 法人がその役割を
増しつつある．実際，NPO 法人数は年々増加傾向にあ
り，地域活動の仕組みづくりから実施に至るまで幅広い

役割を担っている例も多い．そこで，NPO 法人数を路
線別高齢者 1 万人当たりに集計した結果(6)，路線別平均

値 16.9 団体に対して，最も多い路線は京王線で 22.4 団
体，最も少ない路線は東武スカイツリーラインで 10 団
体であった（図-7）．  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-7	
 高齢者１万人当たりのNPO法人数 
 
	
 加えて，路線別活動分野別（20分野）高齢者1万人当
たりのNPO法人数と路線別65歳以上の就業者率，路線別
要支援要介護者率の相関分析を行うと，両者とも「医

療・福祉」分野との相関が最も大きく，路線別65歳以上
の就業者率とは負の相関r＝-0.61であり，路線別65歳以
上の要支援要介護者率とは正の相関r＝0.83が確認できた
（図-8）． 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-8	
 NPO法人数と要支援要介護者率	
 

 
 
9.	
 就業に代わるNPO法人活動例 
 
	
 今後，高齢者が増加する上で，NPO法人が提供できる
高齢者の社会参加の機会が重要と考えられるため，図-7
で示した沿線高齢者1万当たりに対して最もNPO法人数
が多い京王線を例とし，NPOの具体の活動内容を把握す
る．4市にまたがる京王線沿線のNPO法人数は全351団体
存在し（表-6），そのうち内閣府へ登録されている活動
内容に「高齢者」のキーワードを含む団体は70団体，約
19%存在した．また，70団体を対象に活動分野別にみる
と，医療・福祉に取り組む団体が63団体存在し，次いで
経済活動活性化に取り組む団体が44団体存在することが
明らかとなった（図-9）． 
 

表-6	
 京王線沿線のNPO法人数	
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-9	
 分野別高齢者向けNPO法人数 
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これら70団体の中には，「NPO法人ちょうふ自立応援
団」等が実施するデイサービスや外出支援を促す福祉的

介護活動が存在している．一方で，就業斡旋に取り組む

活動に着目してみると，調布市に所在する「NPO法人do 
beくらぶ」等では，パソコン指導を通して高齢者の職業
能力の開発や雇用機会の拡充に寄与している．多摩市に

所在を置く「NPO法人日本サッカーOB会」では，参加
する高齢者が要支援要介護状態にならないことを目標に

チームスポーツ活動へ積極的に取り組み，コミュニティ

創出にも繋げていることが確認できた．また，他路線に

おける高齢者向け活動に着目してみると，東急田園都市

線沿線の横浜市青葉区に所在する「65歳からのアートラ
イフ推進会議」では，65歳以上の横浜市民を対象に芸術
文化活動が実施されている．具体的には，所属する高齢

者が演奏者として定期的に音楽イベントに参加すること

により，高齢者が生き生きとする場づくりを心掛け，心

身の活性化を目標としており，地元のケーブルテレビ会

社と連携し，その様子はテレビ放映もされている． 
 
 
10.	
 まとめと今後の課題 
 
	
 本研究では，東京近郊の鉄道沿線郊外住宅地において，

高齢化を迎えるにあたって人々が健やかに暮らすために

はどのような対策が必要であるか，就業及び NPO 法人
活動の面から検討することとし，高齢就業者率等と要支

援要介護者率の関係に着目して分析を行った． 
その結果，路線別にみると，就業を行うことで10年後
に要支援要介護状態になりにくい傾向が確認でき，一人

当たりの医療費も軽減される傾向が存在し，就業機会が

高齢者の健康維持に効果があると推察できた．次に，高

齢者の就業状況を把握するため，最も要支援要介護率が

低い東武スカイツリーラインの高齢者の就業実態を分析

したところ，当該沿線地域では，製造業で働く高齢者が

多いことが判明した．しかしながら，地域によっては製

造業に就業機会の場を求めることは困難であるため，就

業に代わる社会参加の機会であるNPO法人の活動に着目
した．そこで，路線別にNPO法人活動を調査した結果，
要支援要介護率の高い路線に比較的多くの医療・福祉系

NPO法人が存在し，今後高齢者が社会活動に貢献できる
環境が存在する可能性を見出すことができた．高齢者向

けの活動例としては，職業能力の開発やスポーツや文化

的取組み等のアクティビティを通した要支援要介護対策

を行っている活動等を確認することができた． 
以上のことから，今後の高齢化社会を迎えるに当たり，

こうしたNPO法人の活動をより活性化して高齢者の参加
を促すことは，高齢者の健やかな生活へ貢献できるもの

と考えられる． 

	
 今回の研究では，沿線NPO法人の活動内容について内
閣府への登録情報で分析したが，今後はヒアリング調査

等を通して活動の実際や頻度等，活動の質に着目し，そ

の効果の検討を行っていくことが必要であると考える． 
 
補注	
 

(1) 本研究では，「高齢者」の定義を65歳以上とする． 
(2)	
 要支援要介護率は， 厚生労働省が認定を行っている高齢
者の健康度を説明する指標の一つである．本研究で扱う値

は市区町村別に要支援1~2，要介護1~5に認定されている高
齢者数を合算集計した値とした．また，対象地区である神

奈川県横浜市2区，川崎市4区については区ごとの値が存在
しないため，各市の数値で処理を行った． 

(3)	
 平成22年国勢調査，平成20年パーソントリップ調査他，参
考文献3）～6） 

(4)	
 指標選定においては，沿線における高齢者の状況を把握す
る上で，健康面， 就業面，鉄道沿線特有の移動面におけ
る指標を検討することとした． 

(5)	
 路線集計の際には，各路線に含まれる市区町村データを合
算して計算し直すことで路線値とした． 

(6)	
 路線別NPO法人数は，各市区町村に所在する団体数を合算
した結果である． 
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